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・ 標準的運賃・標準貨物自動車運送約款・運賃交渉について
・ 働きかけ・要請の実施事例
・ 物流効率化に向けた取組み事例紹介



令和5年度における荷主と物流事業者との取引に関する調査結果及び優越的
地位の濫用事案の処理状況について
公正取引委員会は、荷主による物流事業者に対する優越的地位の濫用を効果的に規制する観点から、「物流特殊指定」の遵守状況・

荷主と物流事業者との取引状況把握のため調査を継続的に実施。更に令和5年度は、優越的地位の濫用につながるおそれがあるとして、
17件※に注意を実施。（※協同組合(3件)、道路貨物運送業(2件)、食料品製造業(2件)、プラスチック製品製造業(2件)、金属製品製造業(2件) など。）

①注意喚起文書を送付した荷主の業種別内訳

②注意喚起文書を送付した荷主の行為類型別内訳

③独占禁止法上の問題につながるおそれのある主な事例
1. 買いたたき
・ 荷主Ａは、物流事業者から労務費等の上昇に伴うコスト上昇分の運賃引上げを求められたにもかかわらず、そのような運賃
引上げに応じない理由を回答することなく、運賃を据え置いた。（金属製品製造業）

・ 荷主Ｂは、物流事業者から労務費の上昇に伴うコスト上昇分の運賃引上げを求められたにもかかわらず、物流事業者が自
助努力で解決すべき問題であるとして運賃の引上げ協議を拒否した。（プラスチック製品製造業）

2. 代金の減額
・ 荷主Ｃは、物流事業者に対し、「協力値引き」と称して、契約書で定めていた運賃を一方的に５％差し引いて支払った。

（建築材料、鉱物・金属材料等卸売業）
・ 荷主Ｄは、物流事業者に対し、運賃の支払方法を手形払から現金振込に変更したが、その際に運賃を一律に５％差し引
いて支払った。（物品賃貸業）

3. 代金の支払遅延
・ 荷主Ｅは、物流事業者に対し、契約書で定めた運賃の支払日が金融機関の休日であった場合に、あらかじめ合意すること
なく、休日の翌営業日に運賃を支払っていた。（金属製品製造業）

・ 荷主Ｆは、物流事業者に対し、運送業務のほかに新たに附帯作業を追加し、委託したが、荷主Ｆの経理部門がそのことを
把握していなかったため、当該附帯作業に係る料金の支払が遅れた。（その他の小売業）

4. 不当な給付内容の変更及びやり直し
・ 荷主Ｇは、物流事業者に対し、運送を行うこととされていた当日の朝に運送委託をキャンセルしたが、そのような突然のキャ
ンセルに伴い物流事業者が負担した費用を支払わなかった。（総合工事業）

・ 荷主Ｈは、物流事業者に対し、運送内容を突然変更したが、その変更に伴い物流事業者が負担した費用を支払わなかっ
た。（木材・木製品製造業）

5. 不当な経済上の利益の提供要請
・ 荷主Ｉが物流事業者に対し、自身の事業所の構内での事故防止のためとして、荷役作業や車両移動時の立会者の派遣
を求めたことから、物流事業者はこれに応じたが、荷主Ｉはその費用を支払わなかった。（繊維工業）

・ 荷主Ｊは、物流事業者に対し、物流業務に附帯して輸入通関業務を委託するに際して、関税・消費税の納付を立て替えさ
せ、物流事業者が荷主による直接納付を求めても応じなかった。（はん用機械器具製造業）

6. 割引困難な手形の交付
・ 荷主Ｋは、物流事業者に対し、運賃として手形期間150日の約束手形を交付した。（物品賃貸業）
7. 物の購入強制・役務の利用強制
・ 荷主Ｌは、物流事業者に対し、自身が取り扱う自動車共済保険及び定期貯金を契約するよう求めた。（協同組合）
・ 荷主Ｍは、物流事業者に対し、自身の子会社が取り扱う保険の契約及びワインの購入を強要した。（道路貨物運送業）6



令和5年度海運モーダルシフト大賞を選定
海上輸送へのモーダルシフトにおける革新的な取組に対して授与

CO２削減の取り組みに加え、物流業界における2024年問題への対応など、海上輸送へのモーダルシフトが果たす社
会的役割は年々大きくなっています。
海上輸送へモーダルシフトし、環境負荷の低減に特に貢献したと認められる優良事業の荷主及び物流事業者をエコ
シップ・モーダルシフト事業実行委員会が選定し、海上輸送モーダルシフトを促進しています。
令和５年度は、優良事業２２件４６社に対し海事局長表彰を実施し、そのうち特に革新的な取組等を行った１件３
社に対し、海運モーダルシフト大賞を授与します。

＜大賞の取組ポイント＞
● ダイキン工業株式会社（荷主）、下関三井化

学株式会社（荷主）及び活材ケミカル株式会
社（物流事業者）が連携し、これまで廃棄して
いたフッ素系産業廃棄物をリサイクル化、再利
用する「海運による静脈物流」を実現

● 再資源化した再生蛍石を海上輸送するための
専用大型コンテナを開発し、大ロット化による輸
送頻度の削減や作業性の向上による効率化等
の「コンテナ物流」の体制を構築

● 海上輸送と想定される陸上輸送との比較で、
CO2排出量69.2％を削減するとともに、輸送
距離の大部分を海上輸送とすることにより、ト
ラック運転手の労働時間を削減

エコシップ・モーダルシフト推進事業の概要

エコシップ・モーダルシフト優良事業
表彰関係詳細（国交省ＨＰ）
https://www.mlit.go.jp/report/press/k
aiji03_hh_000174.html 7



中・長距離フェリー、RORO船のトラック輸送に係る積載率動向について

国土交通省海事局ではこの度、中・長距離フェリー、RORO 船のトラック輸送に係る積載率の動向（令和６年１～
３月実績）を調査したので、その結果を公表します。積載率にまだ余裕のある航路もありますので、荷主・物流事業
者におかれましては、今後のモーダルシフト推進に向けた検討にご活用ください。

中・長距離フェリーのトラック輸送に係る積載率動向について
（令和６年１～３月）

RORO船のトラック輸送に係る積載率動向について
（令和６年１～３月）

中・長距離フェリー、RORO 船のトラッ
ク輸送に係る積載率動向について
（国交省ＨＰ）
https://www.mlit.go.jp/report/press/c
ontent/001744668.pdf 8



「再配達率削減緊急対策事業」（補助事業）の募集を開始します
。

宅配便の再配達率が高止まり（12％程度）し、物流事業者の負担が増えており、その改善が必要です。
今般、物流負荷の低い選択を消費者に促す仕組みの社会実装を目指し、消費者が荷物の受取方法（コンビニ・営
業所受取、置き配など）や日時を自ら「選択」できる仕組みを構築し、物流負荷軽減に協力的な消費者にインセン
ティブを付与する実証事業（「再配達率削減緊急対策事業」（補助事業））の募集を開始します。

１．事業概要
（１）補助対象事業者

EC事業者、物流事業者
（２）補助対象経費（補助率）

[1]再配達率削減システム改修事業：最大1/2(最大1.5億円まで)
[2]再配達率削減ポイント付与実証事業：最大1/2(１配送あたり最

大5円まで)
[3]物流負荷軽減アプリ実証事業：最大1/2（最大0.4億円まで）

２．公募の詳細
公募の詳細・申請様式等については、再配達率削減緊急対策事業特設

Webサイト（下記URL）に掲載の公募要領等をご確認ください。
なお、オンラインで公募説明会を開催します。詳細は、特設Webサイトで

ご案内します。
３．スケジュール
公募期間：令和6年5月31日(金)～6月28日(金)16時まで(必着)
補助対象事業者の認定（交付決定）：７月中旬
事業期間：交付決定日※～令和７年１月１４日（火）
※再配達率削減ポイント付与実証事業にあっては令和６年１０月または
[1]再配達率削減システム改修事業における改修終了日のいずれか遅い
方とし、期間は最大２ヶ月です。

4．問い合わせ先
再配達率削減緊急対策事業費補助金事務局
一般社団法人 国際物流総合研究所（執行団体）

TEL：050ｰ6865ｰ5341 E-mail：info@2024saihai50.jp
↑特設Webサイト

https://2024saihai50.jp/
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低炭素型ディーゼルトラックの導入を支援！
令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金(低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業)の公募を開始

国土交通省は、トラック輸送におけるCO2排出削減を図るため、投資余力の少ない中小トラック運送業者を対象に、
低炭素型ディーゼルトラックの導入を支援する補助事業（環境省連携事業）の公募を開始いたします。

↓専用サイト
https://www.levo.or.jp/subsidy/diesel/ １．事業内容

中小トラック運送業者におけるトラックの更新需要をトップクラスの燃費
レベルに誘導するため、低炭素型ディーゼルトラックを導入する事業につい
て、車両導入経費の一部を補助します。

２．申請受付期間
令和６年６月10日（月）～令和7年１月31日（金）

※申請に係る審査は、申込順に行います。
※予算額の残額が２割程度に達した場合には、当該日付以降は申込順

による審査を行うことはせず、当該日付から令和７年１月31日までに申
込みのあったすべての交付申請を対象に審査を行います。また、予算残
額を超える申請があった場合には、初めて申請を行う事業者を優先して
抽選するなど配慮したうえ補助事業者を決定します。

※申請受付状況は、一般財団法人環境優良車普及機構のホームページ
で公表いたします。

３．その他
詳細については、専用サイト（一般財団法人環境優良車普及機構

のホームページ）をご参照ください。
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↑専用サイト
https://www.pacific-hojo.jp/2024r06/index.html

令和６年度「トラック輸送省エネ化推進事業」の公募を開始します
輸送効率化を通じた更なる省エネ化に必要なシステムや車両に対する導入補助を開始します！
トラック事業者と荷主とが連携して物流全体の効率化に取組むことにより、トラック輸送における更なる省エネ化を推進するため、車両動
態管理システム、予約受付システム等の輸送効率化システムやダブル連結トラック、スワップボディコンテナ車両の導入に対して支援を行
います（資源エネルギー庁連携事業）。 申請は６月24日（月）から受け付けます。

１．事業内容
トラック事業者と荷主等との連携のもと、輸送の効率化を通したエネル

ギー消費量の削減効果を実証するにあたり、必要となる車両動態管理シ
ステム、予約受付システム等の輸送効率化システムやダブル連結トラック、
スワップボディコンテナ車両の導入に要する経費の一部を補助します。
※補助事業の執行団体：パシフィックコンサルタンツ株式会社

パシフィックリプロサービス株式会社
２．申請受付期間
１次公募：令和６年６月24日（月）10：00～７月５日（金）16：00
２次公募：令和６年７月19日（金）10：00～７月31日（水）16：00
※補助事業ホームページから申請書類をダウンロードし、申請期間中にアップロードすること。

３．その他
詳細は、陸上輸送省エネ推進事業事務局（パシフィックコンサルタンツ株
式会社及びパシフィックリプロサービスの共同事業）のホームページをご覧く
ださい。

車輛動態管理システム スワップボディコンテナ ダブル連結トラック
11



農林水産省は、「食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律」に基づき、食品等の取引の適正化を図るため、食品等の取
引の状況その他食品等の流通に関する調査（食品等流通調査）を実施し、報告書をとりまとめましたので、公表します。また、関係団
体に対し、調査結果に基づく協力要請通知を発出しましたので、お知らせします。

1.背景

2.調査結果

令和5年5月に新型コロナウイルス感染症が5類に移行したことを受け、社会経済活動の正常化が進みつつあ
る一方で、原材料価格高騰等により依然として厳しい状況に置かれている食品関連事業者も存在しています。

また、トラックドライバーに時間外労働の上限規制が適用され、物流効率化に取り組まなかった場合、輸送力
不足が起きるという、いわゆる「物流の2024年問題」に直面しています。

以上を踏まえ、令和5年度においては、
（1）食品等の流通における労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分の転嫁状況や課題を把握
（2）各事業者の「物流の2024年問題」への取組状況や課題について把握
を目的として食品等流通調査を実施しました。

令和5年度食品等流通調査報告書の公表について

＜実施方法＞
（1）アンケート調査

卸売市場関係者、食品製造事業者、食品卸事業者を対象として、納入先（小売事業者等）との取引
における課題についてアンケート調査を実施。また、小売事業者を対象として、物流に関するアンケート調査
を実施した。また、小売事業者を対象として、物流に関するアンケート調査を実施（853者）。

（2）ヒアリング調査
上記の者及び農業者団体、農業法人を対象として、価格転嫁、物流、商慣習、電子取引等の状況や課

題についてヒアリング調査を実施（203者）。

3.調査結果に基づく協力要請
調査結果に基づき、関係団体（生産・製造から流通・小売まで合計251団体）に対し、協力要請通知を発
出しました。

令和5年度食品等流通調査報告書の公表について(農水省HP)
https://www.maff.go.jp/j/press/shokuhin/ryutu/240531.html
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「モビリティDX戦略」を策定しました
経済産業省と国土交通省は、ソフトウェア・ディファインド・ビークル（SDV）を始めとする自動車分野のDXにおける国際
競争を勝ち抜くべく、昨年より官民で検討を進め、今般、「モビリティDX戦略」を策定しました

「モビリティDX戦略」に関するロードマップ

「モビリティDX戦略」 (経産省HP)
https://www.meti.go.jp/press/2024/05/20240524005/20240524005.html

１.趣旨
自動車を取り巻くデジタル技術の進展に伴い、自動車産業

のバリューチェーンや産業構造に大きな変化がもたらされ、自
動車を巡る競争は、グローバルなゲームチェンジが起こりつつあ
ります。こうした中、自動車のDXは、電動化と並ぶ競争軸と
なり、今後SDV（※）の実装も進展していきます。
※ソフトウェア・ディファインド・ビークル（SDV）とは、クラウドと
の通信により、自動車の機能を継続的にアップデートすること
で、運転機能の高度化など従来車にない新たな価値が実現
可能な次世代の自動車のことです。
こうしたSDVを始めとする自動車分野のDXを巡る国際競争
を勝ち抜く観点から、「モビリティDX検討会」において官民での
検討を進め、今般、2030～2035年に向けた我が国の勝ち
筋として、「モビリティDX戦略」を策定しました。

２. 「モビリティDX戦略」のポイント
特に激しい競争が生じており、官民連携による取組を進めるべ

き協調領域として、「SDV領域」「モビリティサービス（自動運転
等）領域」「データ利活用領域」の3領域を特定
各領域での勝ち筋、「オールジャパン」としての打ち手の具体化
主な取組
・SDV領域：高性能半導体等の研究開発、開発効率化のた
めのシミュレーション環境の構築など協調領域の拡大 等
・モビリティサービス（自動運転等）領域：自動運転トラックの
実証支援、ロボットタクシーの開発支援 等
・データ利活用領域：ウラノスエコシステムの運用、自動車全体
の排出量把握や物流効率化等へのユースケース拡張 等
「モビリティDXプラットフォーム」の立ち上げ
自動車産業のほか、スタートアップ、異業種、大学、研究機関、
個人などの様々なプレイヤーが参画し、取組の機運醸成を図り
つつ、新たな企業間連携の促進、ソフトウェア人材確保のための
コンペティション、新規取組の検討を進める「コミュニティ」
官民で目指すべき中長期目標の設定と、その実現に向けたロー
ドマップの策定
SDVのグローバル販売台数における「日系シェア3割」の実現
（2030年及び2035年）
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経済産業省は、東京証券取引所及び独立行政法人情報処理推進機構と共同で「デジタルトランスフォーメーション銘柄
（DX銘柄）」を選定し、本日、「DX銘柄2024」選定企業25社（うち、DXグランプリ企業3社）、「DX注目企業」21
社、さらに、「DXプラチナ企業2024-2026」2社を発表しました。

「DX銘柄2024」「DX注目企業2024」
「DXプラチナ企業2024-2026」を選定しました！

【物流関係企業の取組み紹介】

ＳＧホールディングス㈱

ヤマトホールディングス㈱ 三菱倉庫㈱

「DX銘柄2024」「DX注目企業2024」「DXプラチナ企業2024-2026」(経産省HP)
https://www.meti.go.jp/press/2024/05/20240527001/20240527001.html
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デジタル推進人材育成プログラム「マナビDX Quest」
の受講生の募集を開始します！

経済産業省は、学生・社会人等を対象に、デジタル推進人材育成プログラム「マナビDX 
Quest」の令和6年度受講生の募集を開始します。

1．プログラム概要
経済産業省では、地域企業・産業のDXの実現に向け、ビジネスの現場における課題解決の実践を通じた能力を磨くため、デジタル推進人材

育成プログラム「マナビDX Quest」を実施します。
マナビDX Questは、（1）企業データに基づく実践的なケーススタディ教育プログラム（以下、ケーススタディ教育プログラム）及び（2）地域

の中小企業との協働による、デジタル技術を活用した協働プログラム（以下、地域企業協働プログラム）からなります。受講料は無料です。
6月10日（月曜日）から、（1）ケーススタディ教育プログラムの受講生の募集を開始します。

（1）ケーススタディ教育プログラム（8月開始予定） ※今回募集対象
・講師による座学ではなく、参加者が情報交換して学び合い・教え合いながら、与えられた課題を解決していく、PBL（Project-based 
Learning：プロジェクト型学習）を中心に据えたプログラムです。

・約2ヶ月から3ヶ月間（プログラムにより異なる）のPBLで、AIによる需要予測やデータ分析による収益改善等の実際の企業課題をテーマにし
た複数のケーススタディ教材から選択し、ビジネス課題からデジタル課題まで、DXを推進し組織を変革する一連のプロセスを一気通貫で学習
することができます。

・全てのプログラムがオンラインで提供されます。また、各課題には個人で取り組んでいただきますので、ご自身の都合の良い時間で受講いただけ
ます。

（2）地域企業協働プログラム（秋以降開始予定）
※原則（1）のケーススタディ教育プログラム修了者のうち希望者が対象

・講師による座学ではなく、参加者が情報交換して学び合い・教え
合いながら、与えられた課題を解決していく、PBL（Project-
based Learning：プロジェクト型学習）を中心に据えたプログ
ラムです。

・約2ヶ月から3ヶ月間（プログラムにより異なる）のPBLで、AIに
よる需要予測やデータ分析による収益改善等の実際の企業課
題をテーマにした複数のケーススタディ教材から選択し、ビジネス
課題からデジタル課題まで、DXを推進し組織を変革する一連の
プロセスを一気通貫で学習することができます。

・全てのプログラムがオンラインで提供されます。また、各課題には
個人で取り組んでいただきますので、ご自身の都合の良い時間で
受講いただけます。

デジタル推進人材育成プログ
ラム「マナビDX Quest」受講
生募集(経産省HP)
https://www.meti.go.jp/press
/2024/06/20240610002/202
40610002.html
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上記の通り、コロナ資金繰り支援の転換点を迎えていることを踏まえ、
関係省庁とともに、官民金融機関等に対して事業者支援の徹底等
を要請しました。

上記の要請文内「5．事業再生情報ネットワークを活用した支援
（公租公課の確実な納付と事業再生の両立）」に記載の「事業再
生情報ネットワーク」について、中小企業活性化協議会での運用を令
和6年6月17日から開始します。

今後の中小企業向け資金繰り支援について
公表します

本年3月8日に公表した「再生支援の総合的対策」において既に方
向性を示したとおり、7月以降は、能登半島地震の被災地に配慮し
つつ、各種資金繰り支援策についてはコロナ前の水準に戻し、経営改
善・再生支援に重点を置いた資金繰り支援とします。

経済産業省は、令和6年6月7日、今後の中小企業向け資金繰り支援について公表するとともに、関係省
庁とともに、官民金融機関等に対しコロナ資金繰り支援策の転換を踏まえた事業者支援の徹底等を要請
しました。

今後の中小企業向け資金繰り支援について公表します(経産省・中企庁HP)
https://www.meti.go.jp/press/2024/06/20240607002/20240607002.html
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